
介護保険について

　講師　市民福祉情報オフィス ハスカップ主宰 小竹雅子氏

　会場　国立オリンピック記念青少年センター

2018年4月より介護保険制度改正により日常生活支援

総合事業を市町村が実施主体となり始まった。

要支援1・2が対象となる。在宅サービスでの訪問介

護と通所介護(デイサービス)を介護保険から切り離

す。既存の事業者の他にNPOやボランティア団体、

自治会、社協などに運営を任せることに。介護保険

の財源不足解消が最終的な狙い。

2018年から2割負担者の内、さらに所得が高いケース

に3割負担が導入された。また65歳以前から障がい福

祉サービスを利用していた人は、65歳になると介護

保険サービスを利用することになるが、メニューが

充実している障がい福祉サービスと併用できる。し

かし65歳以降の障がい者は介護保険が優先、非常に

分かりにくい。本来介護保険は必要になったら給付す

るという事が原則だが、今回の改正により予防のメ

ニューが重視されている。介護予防に参加した人が

10年後どうなったか追跡調査すべき。

介護保険審議委員の女性の割合は1割。非常に少ない

事も問題。介護現場の女性の声が届かない。

介護は女性の問題としてしっかり議論していかなけ

ればならないはず。おかしいと思ったら意思表示を

していく。介護労働者の賃金が低すぎるのも問題。

介護人材の不足がクローズアップされている。どん

なにお金があっても介護労働者がいなければ社会不

安は増大する。健全な形に戻すことが大きな課題。

今回参加した議員の所属する自治体の日常生活支援

総合事業についてオフィス・ハスカップより事前に

調査依頼があり、その結果を見ながら自治体の動き

を議論した。
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